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「学校エコ改修と環境教育事業」公募要領
1． 目的
学校エコ改修と環境教育事業の公募について定める。
2． 応募対象者

　地方公共団体であって次に掲げる要件をともに満たす者。

(1) その地方公共団体の公立学校において温室効果ガス削減に役立つ改修を行うハード事業を実施すること。

(2) その学校及び同校区において、改修及び学校施設に係る環境教育を行うソフト事業を実施すること。

3． 事業実施に当たって求められる事項

(1) 学校のエコ改修とこれを教材とした環境教育を一体的に実施すること。

(2) 関係者が参加し円滑に事業を実施するため以下の２つを設けること。

1 住民、事業者、行政等の関係者を含む研究会等の枠組みで、改修等の計画を検討するため、調査研究等を実施するもの（以下「環境建築研究会」という。）

2 住民、教育関係者、行政等の関係者を含む研究会等の枠組みで、当該事業を行う学校において環境教育を実施するため、その内容を検討するもの（以下「環境教育研究会」という。）

(3) 当該事業がモデル事業であることから環境省その他を通じ、情報発信等を行い、事業の成果について幅広く関係者との共有を図ること。
4． 申請方法

　６に掲げる申請書類について、平成17年５月25日(必着)までに、以下の提出先に郵送にて提出する。（提出した際には、別途電話によるご連絡をお願いします。）
　　［提出先］
　　　環境省総合環境政策局環境経済課環境教育推進室
　　　　学校エコ改修と環境教育事業　担当
　　　　住所　東京都千代田区霞が関1-2-2
　　　　電話　03-3581-3351 内線(6272)
　　　　

5． 今後の日程
　５月25日　応募締切

　　　　　　 ヒアリング等の実施

　６月上旬　 事業採択

６．申請書類
(1) 応募事業の概要(別紙様式)

(2) 学校全体及び校舎の図面

(3) 学校周辺の土地利用等を示した地図等
(4) 小中学校の場合は校区程度の土地利用等を示した地図等

(5) その他参考となる資料（校舎の概観のわかる写真、地方公共団体のパンフレット等）

７．選定箇所数
　事業の内容、気候、立地条件等を勘案して全国で10箇所程度

８．事業の流れ
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注１）国費で支弁されるものは以下のとおり。

　①事業に係る次に掲げる費用（補助１／２）
　　・改修に関わる調査（研究費、基礎構想づくり）

　　・基本設計

　　・実施設計
　　・施工

　　・評価

　②上記２つの研究会への講師手配、教材貸出等の実物支援

　③エコスクールパイロットモデル事業（※）に認定されている場合は、調査研究、基本設計等について文部科学省から委嘱（エコスクールの整備推進に関する調査研究委嘱）を受けることができる。
　

　　※　環境を考慮した学校施設（エコスクール）の整備推進に関するパイロット・モデル事業（文部科学省、農林水産省、経済産業省、環境省の共同事業）
注２）

・エコスクールパイロットモデル事業の認定を受けていなくても本事業を実施することができます。

・また、エコスクールパイロットモデル事業に基づく補助と本事業による補助を併せて受けることもできます。

・エコスクールパイロットモデル事業の認定を受けている場合には、調査研究の委嘱を受けることができます。また、応募校多数の場合には、エコスクールパイロットモデル事業認定校が優先的に採択される場合があります。
注３）

· 文部科学省の公立学校施設整備費と本事業による補助は併せて受けることができます。そのため耐震改修と同時にエコ改修を行うこともできます。
· エコ改修と耐震改修等の改修を併せて設計を行うことができれば経費の節減が可能であり、またエコスクールパイロットモデル事業の認定も受けやすいので、ご考慮ください。
９．事業実施体制等

(1) 環境省から地方公共団体に、ハード事業に係る費用の１／２を補助する。また、ソフト事業については、技術的支援及びアドバイス等を行う。
(2) 地方公共団体は、環境建築研究会及び環境教育研究会を開催する。

(3) 環境省は、各事業の実施状況を随時ホームページ等を活用して全国に情報発信する。

(4) 地方公共団体は、実施状況を随時情報提供する。

10. 問い合わせ先

　環境省総合環境政策局環境教育推進室　学校エコ改修と環境教育事業　担当

　　住所　東京都千代田区霞が関1-2-2
　　電話　03-3581-3351 内線(6272)

    fax　 03-3580-9568
別紙様式
学校エコ改修と環境教育事業の概要
1． 事業主体

	地方公共団体名
	

	担当部署
	

	担当者名
	

	住所

	〒



	電話
	

	ＦＡＸ
	

	e-mail
	


2． 対象校

	学校名
	

	生徒数
	

	住所
	

	電話番号
	

	ＦＡＸ
	

	学校施設の

設立年及び

改修等の履歴


	

	耐震化について

	措置済み　　未措置　　　

	
	耐震診断結果　



	備考（改修の範囲等について）


３．学校のエコ改修の構想、イメージ
	


４．対象校における環境教育の実施状況
	


５．エコスクール（※）申請予定の有無（有る場合は申請予定事業の概略を記載）
	有　　無



※　環境を考慮した学校施設（エコスクール）の整備推進に関するパイロット・モデル事業（文部科学省、農林水産省、経済産業省、環境省の共同事業）」

６．学校周辺の気象の状況（気温、風、降水・降雪等）
	


７．学校周辺の土地利用環境の特徴
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